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１．背景と概要  

JIRCAS では 2011～15 年の 5 年間、研究プロジェクト「アフリカにおけるコメ生産向

上のための技術開発（DeriptA）」を西アフリカで展開してきた。その結果、育種、生産基

盤、営農の分野を横断して幅広く研究開発の成果技術が得られた。具体的には、DNA マー

カー選抜法によるリン酸欠乏耐性遺伝子（Pup1）を導入した陸稲ネリカ系統 BC2F2 系統

の育成、根を伸ばし窒素利用効率を高める qRL6.1 遺伝子の導入による NERICA1 の生産

性向上、ラテライトブロックや木製柵渠を用いた簡易な水路等補強工法の適用範囲、設置

維持管理費用、耐用年数等を示した工法利用マニュアル案の作成、圃場の地形条件と硫黄

欠乏に応じた施肥技術の農家圃場レベルでの効果の検証、硫安の施用による施肥効率（窒

素投入量当たり増収量）の向上、尿素と硫安との混合施肥の施用による経済効果等である。  

しかしながら、このようなインター・ディシプリナリーな研究開発プロジェクトに往々

にしてありがちな問題として、開発された数多くの技術と現場のニーズとをマッチングさ

せる努力が不足している。このため、集落毎に異なる諸条件のもとで、その集落の稲作農

民に適した技術を普及員が具体的に提示する段階に進めないのが実態である。これは、サ

ブサハラアフリカ諸国では共通の課題であるが、本研究プロジェクトを主に展開したガー

ナ国を例にとると、一人の普及員が担当しなければならない農民は概ね 1,300 名に及ぶ。

しかも各普及員は稲だけではなく、畑作物、果樹、野菜、家畜に至る全ての農作物につい

て、農民に営農技術を教え、農民の相談相手にならなければならないのである。  

さらに、本研究プロジェクトは、日本のイニシアチブによるアフリカ稲作振興のための

共同体(CARD)への貢献が求められている。単なる研究開発のアウトプット（知的生産物）

の提示だけではなく、アウトカム（結果、成果）と社会的インパクト（影響力）の発揮が

求められている。このため、各研究開発成果を自己評価するためのアンケート調査を研究

課題担当者に対して繰り返し実施し、これらの成果のターゲットである受益者が誰である

かを明確にし、どのような環境及び社会条件に適した技術であるかを明確にして、成果を

より的確かつ迅速に普及するための実用的なガイドラインとなる対応表を完成させた。  

２．方法  

 DeriptA の研究課題担当者に対して、①開発された技術の農家経済における意義（効用

が主に農家経済に発現するかそれを超える部分が大きいか）、並びにこれを利用するための

必要投資条件（投資の大部分を農家が担うか、政府（の意向を受けた民間企業を含む）の

相当なる支援を得て農家が担うか）の二側面（経済条件）について、また、②開発された

技術がＳＳＡ地域の中でどのような地域に適しているのか（環境及び社会条件）について、  
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各技術の自己評価を行うため、数次にわたりアンケート調査を実施し、結果を整理した。  

３．結果  

まず、各研究課題担当者

に、開発した主要な技術の

名称と技術の内容説明、適

用上の留意点等を記述して

頂くと共に、「農家経済」と

「投資効率」の二つの視点

での各開発技術の性格づけ

を依頼した。その結果は表

-1 の通り、技術の数は 21

に達し、その性格づけは多

くの回答（85.7％＝60/70）

が「△」となった。研究者

の多くが自らの技術を「汎

用性が高い」と認識し、差

別化が図られなかったため、

普及員等の利用者にとっては極めて使い辛いものとなった。研究者は一般的に、自らが開

発した技術の利用者側の立場に立った自己評価が不得手であることが示唆された。  

 その後対応表を再整理するため、各担当者と段階的にやりとりを進め、最終的に表-2 を

完成させた。これは、対象集落の、「環境／社会条件区分」を決定すれば推奨技術が判明し、

当該技術が「自給食料生産」と「商品作物」の何れに適しているか、その導入に必要な投

資は自力で可能か政府等の支援を要するか判別できる。  

今 後 は 、

表 -2 の 英

語版を完成

させ、他の

情報と共に、

技術開発の

現場である

ガーナ国を

始めとする

CARD関係

国が利用で

きるように

情報提供し

ていく必要

がある。  

参 考 文 献 ： Yamaoka, K. and G. Owusu (2016) Developing multi-functional farmer based 
organizations for systematic extension services in Ghana, Proceedings of the 4th ARCID in Egypt  

名称
技術の内容説明、適用上の留意点等（可能な限り想定される増産率（収穫面
積あたり○○％の増産等）、抱える投資リスクを含む）

自給食料生
産

商品作物生
産

既存稲作地
潜在的稲作

可能地

いもち病抵抗性評価技
術

西アフリカで収集したいもち病菌菌系から病原性を基に代表的な菌系セットを開発（選抜）。
開発した西アフリカ向けいもち病標準判別菌系セットをツールとして栽培している或いは育成しようとす
る品種のいもち病抵抗性が明らかにできる。
育種家・研究者・普及員向けで農家が利用する機会は無い。
この技術が農家に及ぼす直接の影響は無いが、罹病しにくい品種を選定して普及した場合、病害発生
による減収のリスクが低減。

△ △注１） △ △

新規いもち病抵抗性導
入技術

新たないもち病抵抗性遺伝子のマーカー情報。品種育成に用いる。
育種家・研究者向けで農家が直接利用する機会は無い。
育種に用いた場合、特定の菌系による病害発生がもたらす減収のリスクが低減できる。

△ △ △ △
標準判別システム（標
準判別品種＋標準判
別菌系）

イネの栽培地域の優占菌系の調査結果と栽培している或いは栽培しようとする品種の抵抗性の調査
結果から、地域の稲作が抱えるリスクの評価を行うことが出来る。 △ △ △ △

リン酸欠乏耐性評価技
術

Pup1遺伝子（リン酸欠乏耐性遺伝子）の有無を判別できるDNAマーカーを開発した。
育種家・研究者向けで、農家が直接利用する機会は無い
低リン酸試験圃場でPup1導入系統を栽培した場合、導入していない系統に比して収量が38%増。但し、
正式な栽培試験は未実施

△ △ △ △

新規リン酸欠乏耐性導
入技術

新規リン酸欠乏耐性遺伝子を同定し、そのマーカー情報を得たことによりマーカー選抜育種が可能と
なった。
育種家・研究者向けで、農家が直接利用する機会は無い。
遺伝子導入の効果は未だ未検定。

△ △ △ △

課
題

Ⅰ-３
高生産水
稲･陸稲
開発

ｑRL6.1 を利用した生
理・形態形質の改良技
術

幼苗期の根の伸張遺伝子ｑRL6.1をマーカー選抜によって導入し、乾物生産性・収量を向上させる技
術。
育種家・研究者向けで、農家が直接利用する機会は無い。
導入前の品種に比しての収量増は未検定。

△ △ △ △

土壌硬化手法の開発
現地で簡易かつ低コストで入手出来る土壌硬化剤の原料として貝由来の酸化カルシウム、パーム花托
灰、パームオイルをラテライトに混ぜ、ラテライトを低温で加熱することにより耐侵食性が得られることを
実証。

△ △ ◎

適切な被覆植物の選
定及びその制御手法
の検討

現地に自生する植物を用いた簡易な水路等の補強工法を開発した。現地適用にあたり、被覆植物に
求められる特性を取りまとめ、自生種を選定する過程と研究対象地周辺での推奨種などについてとり
まとめ。また、研究対象地での農作業歴に関する聞き取り調査結果などを考慮し、補強対策の実施工
程（案）を提案。

△ △ ◎

木製柵渠に利用できる
木材の選定およびその
耐用年数の検証

現地で入手可能な木材を使った柵渠の適切な利用や維持管理方法の開発のため、経年劣化で生じる
強度や機能の低下を調査。試験ほ場での評価試験から、水路に設置する木製柵渠の適用範囲を示
し、劣化曲線から幹線水路沢側及び支線水路の耐用年数を約30～37ヶ月と算定。

△ △ ◎

アジア型水田技術の実
証及びマニュアル化

圃場湛水のための畦畔を備え、均平•代掻•苗移植等の作業で特徴付けられる「アジア型水田稲作」の
有効性を実証し、マニュアル化。。実証圃場の１つでは、伝統的稲作の収量2.0ton/ha から4.2ton/haへ
の増産 を達成。特に現在天水に依存している低湿地水田（CARD によれば現在の面積は約450 万
ha）での活用が期待

○ ○

耕耘機の多用途利用
の可能性の示唆

現地の営農状況等を踏まえ、耕耘機の稼働率向上に資する有望な利用方法として、構造が簡易で故
障の少ないバーチカルポンプの動力としての活用、現況生産量の２割の収穫ロスがあると推定される
脱穀作業での脱穀機としての活用、及び畜力の活用が困難であり販路先が限定されている収穫物の
運搬手段としての活用を示唆

△ △ ◎

土壌肥沃度改善技術
の開発

現地で入手可能な資材による、有機物利用、コンポスト化技術、燻炭技術、リン鉱石利用技術の開発 ○ ◎
リン鉱石の活用技術の
開発

リン鉱石の可溶化技術の開発と堆肥化過程や燻炭過程への組み込み手法の開発 △ △ △ △

課
題

Ⅱ-h)
農業用水
管理の改
善

水管理体制とその持続
性に関する検討

エチオピア、ガーナ、エジプト、スリランカ、日本等を事例に農地制度と水利用の関係を整理し、その多
様性から、灌漑事業は農地制度・水利権と整合した設計が必要であることを提示。
灌漑水を確実に利用できる条件整備と営農上の問題解決を通じた灌漑農業の収益確保により、適切
な灌漑施設の維持管理が継続的に行われる可能性を提示。

△ △ ◎

氾濫低湿地の生産力
指数マップ

衛星データから、未利用氾濫低湿地に関する相対的生産力指数マップを作成する手法

氾濫低湿地の冠水スト
レスマップ

全球モデル気象データから、氾濫低湿地の冠水による多年次を通した平均的減収程度を予想する手
法 △ △ △ △

氾濫低湿地の収量ポテ
ンシャルマップ

上記１を現地栽培データにより実収量に置き換え、２を組み合わた、リスクを考慮した収量ポテンシャ
ルマップ △ △ △ △

氾濫低湿地適性品種
の選定

年次環境変動が極めて大きい氾濫低湿地で安定して多収を示す品種を選抜した △ △ △ △

混合施肥
施肥効果が見られない原因のひとつであるイオウ欠乏に対し、安価な尿素と高価な硫安を混合施肥す
ることで安定した肥効を経済的に実現する △ △ △ △

晩播ブタクロール１回
処理雑草防除体系

低湿地雑草種子休眠性の低さを狙い、これらの発芽後に非選択性除草剤を散布して稲作を開始し、ブ
タクロール１回処理を行う経済的な雑草防除 △ △ ◎注２）

種子プライミング 種子を吸水させた後乾燥することで発芽時間を短縮する △ △ △ △

生物学的
抵抗性評
価と導入
技術の開
発

非生物学
的耐性評
価と導入
技術の開
発

Ⅰ-１

Ⅰ-２

Ⅱ-e)

Ⅲ-１

Ⅲ-２

稲作導入
適地評価
モデルの
開発

水路・畦
畔の低コ
スト補強

アジア型
水田技術
の開発

土壌肥沃
度の改善

作物安定
生産技術
の開発

左欄の｢農家経済｣及び「投資規模」欄へ
の記入に関する留意事項

「自給食料生産」をターゲットとする技術の
性格は、自らが消費するためのコメ生産に
主に寄与する技術

「商品作物生産」をターゲットとする技術の
性格は、販売し利益を得るためのコメ生産
に主に寄与する技術

「既存稲作地」をターゲットとする技術の性
格は、農民（グループ）が自力で投資可能
な投資規模の技術

「潜在的稲作可能地」をターゲットとする技
術の性格は、政府等の支援を得て農民（グ
ループ）が投資可能な投資規模の技術

左欄に記入している記号の凡例

◎：主にこちらのターゲット・性格

○：どちらかというとこちらのターゲット・性
格

△：両方のターゲットを特に偏りなくカバー

注１）但し、香り米のような大規模単一品種
栽培にはより効果的

注２）補助金プロの補助かんがいが前提

農家経済 投資規模

呼称

課
題

課
題

課
題

課
題

Ⅱ-a),
b), c)

Ⅱ-d),
f), g)

課
題

課題の
略称

開発された主要な技術

課
題

課
題

表 -1 「農家経済」と「投資規模」の視点での開発技術の詳細整理

未利用
地

天水田

未定着
（未導入
又は一
部導入）

ほぼ定
着かつ
耕耘機
未導入

ほぼ定
着かつ
耕耘機
導入済
み／意
欲的

課
題

Ⅰ
-１

生物学的ストレス
抵抗性評価と導
入技術の開発

いもち病抵抗性評価技術、新規いもち
病抵抗性導入技術、標準判別システ
ム（標準判別品種＋標準判別菌系）

● ● ◎ ◎
ケニアのムエア地区などの大規模均一
栽培地域

課
題

Ⅰ
-２

非生物学的ストレ
ス耐性評価と導
入技術の開発

リン酸欠乏耐性評価技術、新規リン酸
欠乏耐性導入技術 ● ○ ◎

ナイジェリア、コートジボアール、ギニア、
シエラレオネ等の陸稲栽培地域

課
題

Ⅰ
-３

高生産水稲･陸稲
開発

ｑRL6.1 を利用した生理・形態形質（根
長増大）の改良技術 ● ○ ◎

ナイジェリア、ギニア、トーゴ、ブルキナ
ファソ、ガーナ等平均収量の低い地域

課
題

Ⅱ
-

a),
b),
c)

簡易な水路補強
工法の開発

土壌硬化手法の開発、適切な被覆植
物の選定及びその制御手法の検討、
木製柵渠に利用できる木材の選定及
びその耐用年数の検証

● △ △ ○
マダガスカル、タンザニア、ナイジェリア、
マリ、ギニア、ガーナ等灌漑あるいは低
湿地稲作地域

課
題

Ⅱ
-

e),
h)

稲作推進条件整
備（アジア型水田
技術の開発）

アジア型水田技術の実証及びマニュア
ル化 ● ● ● ◎ ◎

ガーナ、トーゴ、ベナン、ナイジェリア、エ
チオピア等の低湿地稲作地域

課
題

Ⅱ
-g)

機械化営農推進
条件解明

耕耘機の多用途利用の可能性の示唆 ● ◎ ◎ セネガル、マリ、ガーナ、ケニア、タンザ
ニア等の耕耘機を用いた灌漑稲作地域

課
題

Ⅱ
-f)

土壌肥沃度の改
善

土壌肥沃度改善技術の開発、リン鉱
石の活用技術の開発 ● ○ ◎ マダガスカル、ギニア、マリ、エチオピア

等の投資余力が低い水稲栽培地域

課
題

Ⅱ
-i)

農業用水資源管
理の改善

水管理体制とその持続性に関する検
討 ● ○ ○

セネガル、マリ、マダガスカル、タンザニ
ア、ケニア、ルワンダ等灌漑による稲作
がメジャーな国々

氾濫低湿地の生産力指数マップ、氾濫
低湿地の収量ポテンシャルマップ ● ○ ○ ガーナ、ベナン、ナイジェリア、エチオピ

ア、ウガンダ、タンザニア等の低湿地

氾濫低湿地の冠水ストレスマップ ● ● △ △ △ △ ガーナ、ベナン、ナイジェリア、エチオピ
ア、ウガンダ、タンザニア等の低湿地

氾濫低湿地適性品種の選定 ● △ △ ◎ ガーナ、ベナン、ナイジェリア、エチオピ
ア、ウガンダ、タンザニア等の低湿地

混合施肥 ● ○ ◎
ガーナ、マダガスカル、ギニア、マリ、エ
チオピア等の投資余力が低い水稲栽培
地域

晩播ブタクロール１回処理雑草防除体
系 ● ● ● ● ○ ◎

ガーナ、セネガル、マリ、マダガスカル、
タンザニア、ケニア、ルワンダ等灌漑によ
る稲作がメジャーな国々

種子プライミング ● ● ● △ △ ◎
ガーナ、ベナン、ナイジェリア等の低湿地
及びナイジェリア、コートジボアール、ギ
ニア、シエラレオネ等の陸稲栽培地域

政府等
の支援を
得て農家
が可能な
投資規

模

対象地域の具体例

課
題

Ⅲ
-１

稲作導入適地評
価モデルの開発

課
題

Ⅲ
-２

作物安定生産技
術の開発

小規模
灌漑シス
テム／大
規模灌

漑システ
ム末端

農民参
加型の
持続的
灌漑管
理の導

入に積極
的

自給食
料生産

商品作
物生産

農家（グ
ループ）

が自力で
可能な投
資規模

【凡例】　●：当該地域に技術が対応　◎：主にこちらのターゲット・性格　○：どちらかというとこちらのターゲット・性格　△：両方のターゲットを特に偏りなくカバー

呼称 課題の略称 開発された主要な技術

環境／社会条件の違いによる区分 経済条件の違いによる区分

天水低湿地 灌漑水田地域 陸稲栽
培地域

左記３生
態系の

区分に拘
わらず化
学肥料
への投
資余力

が低い貧
困地域

農家経済 投資規模

洪水時氾濫低湿地
洪水時
の排水

が良好な
低湿地
天水田

畦畔築立・均平・苗移植技術

表 -2 アフリカ稲作振興プロで研究開発した技術と普及先の環境／社会／経済条件の対応表

－ 378 －




